
(平成27年度水道事業会計決算)

第 回 定 例 会

平成 年仙台市議会議案

再生紙を使用しています。



第 112 号議案

仙台市長 　奥　山　恵　美　子

平成 年 月 日提出

平成27年度仙台市水道事業会計利益処分及び決算認定に関する件

地方公営企業法第 条第 項の規定に基づき，上記会計において生じた利益を

処分するとともに，同法第 条第 項の規定に基づき，上記会計決算について

認定を求める。
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Ⅰ　決　算　書

（Ⅰ）　平　成　27　年　度　仙　台　市

収益的収入及び支出

収　　　　　　入

円 円 円 円

第１款

第1項 営 業 収 益

第2項 営 業 外 収 益

第3項 特 別 利 益

支　　　　　　出

予備費
当初予算額 小　　　　計

支出額

円 円 円 円 円

予　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　額

区　　　　　　　　　分 地方公営企業法第 条

出額に係る財源充当額

水 道 事 業 収 益

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支 合　　　　　　　計

区　　　　　　　　　分
地方公営企

業法第 条

定による支

補 正 予 算 額 流用増減額 第３項の規

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　

出額

円

第１款 水 道 事 業 費 用

第2項 営 業 外 費 用

第1項 営 業 費 用 △

第3項 特 別 損 失

第4項 予 備 費
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　　水　道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 △減

（うち，仮受消費税及び地方消費税 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

地 方 公 営 企

業 法 第 条

第 ２ 項 の 規

定 に よ る 繰

越額

円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

円）

予　算　額　に　比　べ
決　　算　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

決　算　額　の　増　減

△　　

決　　算　　額 不　用　額 備　　　　　　　　　　考
合　　　　　計

額
地方公営企業

法第26条第２

項の規定によ

る繰越額

（   　　  　　　　  〃
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資本的収入及び支出

収　　　　　　入

円 円

固 定 資 産
売 却 代 金

そ の 他
資本的収入

支　　　　　　出

継 続 費
当 初 予 算 額

逓 次 繰 越 額
円 円 円 円 円 円

資本的収入額が資本的支出額に不足する額8,171,685,248円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

第2項 企業債償還金 △　

資 本 的 支 出

第1項 建 設 改良費 △　

増減額 よ る 繰 越 額

第１款
水 道 事 業

△　

補 正 予 算 額 小　　　　　計 第 条の規定に
区　　　　　　　　分 流 用 地方公営企業法

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

第5項 開 発 負担金

第7項

第6項 負 担 金

第4項 国 庫 補助金 △　

第3項 出 資 金

第2項

資 本 的 収 入

第1項 企 業 債

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

円 円 円

第１款
水 道 事 業

小　　　　　計

地 方 公 営 企 業 法 継 続 費 逓 次

区　　　　　　　　分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

第 条 の 規 定 に
繰 越 額 に 係 る

よ る 繰 越 額 に 係

る 財 源 充 当 額 財 源 充 当 額
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円 円 円 △減

円

円）

継 続 費 不　用　額
合　　　　　計

逓 次 繰 越 額
円 円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（　　　　　　　　　　　　〃

円）

　575,925,430円，過年度分損益勘定留保資金5,184,050,954円及び当年度分損益勘定留保資金 2,411,708,864円で補てんした。

よ る 繰 越 額

第 条の規定に 合　　　　　計
決　　算　　額 地方公営企業法

（うち，仮受消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　考

△　　 （うち，仮受消費税及び地方消費税 円）

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

△　　
繰越額に係る財源

（うち，仮受消費税及び地方消費税

円

円）

円△　　 繰越額に係る財源

△　　 繰越額に係る財源

△　　 繰越額に係る財源 円

円）△　　 （うち，仮受消費税及び地方消費税

決　　　算　　　額
予算 額に 比べ

決算 額の 増減
備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

合　　　　　　計
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1　　平成27年度仙台市水道事業損益計算書
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

（単位   円）

△38,561,717

営 業 費 用

（Ⅱ）　　財　　務　　諸　　表

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

原 水 費

浄 水 費

受 水 費

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

経 常 利 益

受 取 利 息

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

繰 延 資 産 償 却

雑 支 出

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 損
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2　　平成27年度仙台市水道事業剰余金計算書

受贈財産
評価額

工事負担金
国庫(県)
補助金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入

当年度変動額

一般会計出資金の受入

当年度純利益

注　△表記は，減少，損失又は欠損を示す。

3　　平成27年度仙台市水道事業剰余金処分計算書（案）

（単位　円）　

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 

資本金への組入 △ 

減債積立金の積立 △ 

（繰越利益剰余金）

注1　△表記は，減少を示す。

注2　未処分利益剰余金 3,033,262,405円については，1,403,099,166円を資本金に組み入れ，1,630,163,239円を

　　資　本　　　

処分後残高

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

当年度末残高

処分後残高

資　本　金
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（単位　円）　

　　　剰　余　金

開発負担金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
未処分

利益剰余金
利益剰余金

合計

△ 30,602,905,552 △ 30,602,905,552

△ 30,602,905,552 △ 30,602,905,552

△ 30,602,905,552 △ 30,602,905,552

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

減債積立金に積み立てる。

資本合計
利　益　剰　余　金

■■剰　余　金
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4　　平成27年度仙台市水道事業貸借対照表
（平成28年3月31日）

資      産     の     部

ｲ

ﾛ

△ 

ﾊ

△ 131,592,303,692

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

ﾍ

△ 

ﾄ

△ 

ﾁ

ｲ

ﾛ

ﾊ

ｲ

△ 

   （単位   円）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

水 利 権

ダ ム 使 用 権

施 設 利 用 権

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

繰 延 資 産

資 産 合 計
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負     債     の     部

ｲ

ｲ

ﾛ

ｲ

ｲ

ﾛ

ｲ

△ 

ﾛ

△ 15,785,044,980

ﾊ

△ 

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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資     本     の     部

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ｲ

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

資 本 金

剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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Ⅱ 決算附属書類

（Ⅰ） 平成 年度仙台市水道事業報告書

概 況

総 括 事 項

本年度の水道事業は，「仙台市水道事業中期経営計画」（平成 ～ 年度）の初年度にあたり，

計画に掲げる事業を着実に推進し，強くて安心な水道，エコで持続可能な水道づくりに取り組みな

がら，お客さまへの安全・安心で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

事業実績につきましては，年間総配水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千

立方メートル（ ％）増，年間有収水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千立

方メートル（ ％）増となり，有収率は前年度と同率の ％となりました。

経営面につきましては，災害に強い施設・システムの整備，災害時対応の充実，良好な水質の確

保など，強靭性や安全性の向上に取り組むとともに，アセットマネジメントの推進や企業債残高の

縮減など，更なる経営基盤の強化にも努めました。

次に，建設改良事業につきましては，配水管整備事業で，基幹管路の新設工事や配水支管の更新

工事などを行い， 億 千 百万円を支出し，配水管延べ メートルを布設しました。また，

施設整備事業では，青葉山隧道改良工事，福岡取水場自家発電設備更新工事，災害時給水栓設置工

事などの災害対策関連事業を行ったほか，茂庭浄水場排水処理施設電気設備及びケーブルラック更

新工事，中原浄水場粉末活性炭注入設備新設工事などを行い， 億 千 百万円を支出しました。

財政状況につきましては，収益的収支（消費税及び地方消費税抜き）において，総収益 億

千 百万円に対し，総費用 億 千 百万円で，差引 億 千 百万円の純利益となりました。

以上が決算の概況でございますが，今後も計画的かつ効率的な事業運営による経営基盤の強化や

サービスの向上に努め，安全で良質な水道水を安定的に供給していくことを通じて，お客さまと地

域社会に一層信頼される水道事業を目指してまいります。
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　(2)　議会議決事項

平成 平成

平成26年度仙台市水道事業会計予算繰越しに関する件

第 号 平成26年度仙台市水道事業会計利益処分及び決算認定に関する件

第 号 平成27年度仙台市水道事業会計補正予算（第1号）

第 号 平成28年度仙台市水道事業会計予算

　(3)　職員に関する事項

イ （管理者を除く）

人 人 人

ロ

議 決 年 月 日件　　　　　　　　　　　　　　　名議 案 番 号

報 告 第 号

提 出 年 月 日

△ 

職 員 数

平 成 年 度

△ 

増 減 （ △ 減 ）

事 務 職 員

平 成 年 度

損 益 勘 定

所 属 部 門
計

区 分

技 術 職 員

△ 

計

事 務 職 員

△ 合 計

資 本 勘 定

所 属 部 門
技 術 職 員

平成 年 月 日改定を行い，平成 年 月 日から適用した。

給 与 改 定
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工　　　　　事

1)　建設改良工事の概況 （単位　　円）

イ 配水管整備事業

金　　額

貨物自動車

Auto　CAD

口径300粍七北田字古内地内配水支管更新工事ほか

ロ 施設整備事業

金　　額

青葉山隧道改良工事ほか

福岡取水場自家発電設備更新工事ほか

給水車ほか

全有機炭素計ほか

茂庭浄水場5･6号配水池耐震補強工事ほか

大倉ダム堰堤改良負担金

ハ 受託等工事

金　　額

口径150粍榴岡三丁目地内配水支管移設工事ほか

口径400粍太白茂庭送水管移設工事ほか建 設 仮 勘 定

計

ダ ム 使 用 権

計

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

構 築 物

構 築 物

機械及び装置

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

建 物 中原浄水場粉末活性炭注入設備新設工事ほか

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

構 築 物 口径100・150粍折立四丁目地内配水支管更新工事ほか

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

計

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名
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2)　保存工事の概況 （単位　　円）

件　　　　　　　　　　　　　名 金　　額

口径900粍原町東部配水幹線（六丁の目中町地内）伸縮可とう管修繕工事

伸縮管等修繕工事

口径500粍高柳１号橋ゴム可とう管修繕工事

口径900粍原町東部配水幹線（卸町東四丁目地内）伸縮可とう管修繕工事その1

口径900粍原町東部配水幹線（卸町東四丁目地内）伸縮可とう管修繕工事その2

口径400・700粍野村字一本杉地内ゴム可とう管修繕工事

口径600粍鼻毛水管橋支承部修繕・塗装替工事

将監第一配水所屋上防水及び外壁改修工事

茂庭浄水場10・11号天日乾燥床透水管修繕工事

錦ヶ丘配水所屋上防水及び外壁改修工事

北山配水所・奥武士第二配水ポンプ場ポンプ整備工事

館送水ポンプ場建屋屋上防水及び外壁改修工事

国見浄水場排水処理設備No.1濃縮槽掻寄機修繕工事

太白・鈎取山送配水管塗装替工事その4

福岡浄水場濃縮槽汚泥掻寄機分解整備修繕工事

湯元配水幹線碁石川・中岩水管橋塗装替工事

口径100粍大倉字斎野神地内送水・配水支管修繕工事

中原浄水場沈澱池手摺り修繕工事

太白配水所屋上防水及び外壁改修工事

口径900粍原町東部配水幹線（六丁の目南町及び鶴巻一丁目地内）

計
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3　業　　　　  務
  (1)  業   務   量

ｍ３ ｍ３ ｍ３ ％

ｍ３ ｍ３ ｍ３ ％

栓 栓 栓 ％

  (2)  事業収入に関する事項

％

  (3)  事業費に関する事項

％

そ の 他 特 別 損 失 △ 　4,093,848,582 皆減

計 △ 　

過 年 度 損 益 修 正 損 △ 　

固 定 資 産 売 却 損 皆増

雑 支 出

特 別 損 失 △ 　4,093,205,586

支 払 利 息 △ 　

繰 延 資 産 償 却

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用 △ 　

総 係 費

減 価 償 却 費

受 託 工 事 費 △ 　

業 務 費

配 水 費

給 水 費 △ 　

浄 水 費

受 水 費 △ 　

原 水 費 △ 　

円 円 円

営 業 費 用

科　　　　　　　　　　目 平 成 27 年 度 平 成 26 年 度
比                      較

増 減 （ △ 減 ） 比     率

過 年 度 損 益 修 正 益 △ 　

計 △ 　

特 別 利 益 △ 　

固 定 資 産 売 却 益 △ 　

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益 △ 　

他 会 計 補 助 金 △ 　

国 庫 補 助 金 皆増

不 動 産 賃 貸 料 △ 　

水 道 加 入 金 △ 　

営 業 外 収 益 △ 　

受 取 利 息 △ 　

受 託 工 事 収 益 △ 　

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益 △ 　

給 水 収 益

円 円 円

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

使 用 給 水 栓 数

科　　　　　　　　　　目 平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

事　　　　　　　　　　項 平 成 27 年 度 平 成 26 年 度
比                      較

増 減 比     率

比                      較
増 減 （ △ 減 ） 比     率

－　　－17



4  会　　　　　計

　(1)　重要契約の要旨

イ　  工　事　関　係

契 約 の 内 容

平成

茂庭浄水場5・6号配水池耐震補強工事 （株）

口径75・100・150粍上野山一・二丁目地内 （株）
配水支管更新工事

国見浄水場後消石灰注入設備更新工事 （株）

口径1000粍青葉山隧道配水幹線新設工事
（青葉山隧道改良工事その4）

荒巻配水所更新工事（本体工事）

口径400粍八木山本町一丁目地内 （株）
配水本管更新工事

ロ　  物　品　関　係

契 約 の 内 容

平成

接線流羽根車式水道メーター（口径13mmロング） （株）

接線流羽根車式水道メーター（口径20mm） （株）

接線流羽根車式水道メーター（口径13mmロング） （株）

ニ ッ コ ク

ニ ッ コ ク

仙台ガス水道工業

柏 原 計 器 工 業

フソウ・橋本店・本山振興
共 同 企 業 体

フ ソ ウ ・ 橋 本 店
共 同 企 業 体

水 道 機 工

仙台ガス水道工業

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方

淺 沼 組

円

契約年月日

契約年月日

円

契 約 金 額

契 約 金 額
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　(2)　企業債及び一時借入金の概況

　　 イ　　企        業        債

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

（株）七 十 七 銀 行

（株）仙 台 銀 行

　 　ロ　　起　　債　　前　　借

借　　入　　先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

　 　ハ　　一　時　借　入　金

前　年　度　末　残　高 　本年度中における借入残高最高額 本　年　度　末　残　高

円 円 円

計

借　　入　　先

財 務 省

地方公共団体金融機構

杜 の 都 信 用 金 庫

計

財 務 省
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5　そ　　の　　他

(1)　他会計補助金の使途について

他会計補助金 円については，水道料金減免に対する補助金として職員給与

広域化対策に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），旧簡易水道

事業に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），災害復旧事業に

（特定収入以外），水源開発に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），

費に 円（特定収入以外），児童手当負担金として児童手当に 円

要する経費として修繕費に 円（特定収入）をそれぞれ充当した。■■■■■■■
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1　キャッシュ・フロー計算書
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

　　　 （単位   円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

○当年度純利益（△は純損失）

○減価償却費等

○固定資産除却費

○繰延資産償却

○固定資産売却損益（△は益）

○退職給付引当金の増減額 △ 

○賞与引当金の増減額

○法定福利費引当金の増減額

○修繕引当金の増減額 △ 

○長期前受金戻入額 △ 1,403,099,166

○受取利息及び受取配当金 △ 

○支払利息

○未収金の増減額（△は増加）

○たな卸資産の増減額（△は増加）

○前払費用の増減額（△は増加）

○未払金の増減額

○未払費用の増減額 △ 

○預り金の増減額

○小計

○利息及び配当金の受取額

○利息の支払額 △ 1,369,793,783

○業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

○有形固定資産の取得による支出 △ 7,980,111,699

○有形固定資産の売却による収入

○無形固定資産の取得による支出 △ 

○国庫補助金等による収入

○未収金の増減額（△は増加） △ 

○未払金の増減額

○前受金の増減額

○投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,922,964,389

財務活動によるキャッシュ・フロー

○建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

○建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,836,723,286

○他会計からの出資による収入

○リース債務返済による支出 △ 

○未払金の増減額 △ 

○財務活動によるキャッシュ・フロー △ 

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

(Ⅱ)　そ　の　他　の　書　類
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款 項 目 節 金　　　　額 備 考

円

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

分 水 料 金

受 託 工 事 収 益

受託給水工事収益

その他受託工事収益

その他営業収益

手 数 料

下 水 道 負 担 金

共同導水路負担金

消 火 栓 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営業外収益

受 取 利 息

預 金 利 息

不 動 産 賃 貸 料

土 地 賃 貸 料

水路工作物賃貸料

その他不動産賃貸料

水 道 加 入 金

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国庫 （ 県 ） 補 助金

開 発 負 担 金

その他資本的収入

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

固定資産売却益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

過年度損益修正益

収 益 合 計

2　　収 益 費 用 明 細 書

収               益
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款 項 目 節 金　　　　額
円

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

報 償 費

被 服 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

公 課 費

浄 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

費               用

備　　　　考
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

受 水 費

受 水 費

配 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

被 服 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

補 償 金

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

給 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

諸 謝 金

公 課 費

受 託 工 事 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消 耗 品 費

燃 料 費

被 服 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

保 険 料

公 課 費

業 務 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

消耗器具備品費

消 耗 品 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

総 係 費

予算額

給 料 円
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

退 職 給 付 費 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

報 酬

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

予算額

交 際 費 円

食 糧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

諸 謝 金

他 会 計 繰 出 金

公 課 費

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

固定資産撤去費
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

営 業 外 費 用

支 払 利 息

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息

リ ー ス 債 務 利 息

繰延資産償却

システム開発費償却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

固定資産売却損

固定資産売却損

費 用 合 計
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(1)　有形固定資産明細書

(2)　無形固定資産明細書 　（単位　円）

当 年 度

減 少 額

水 利 権

ダ ム使用権

施設利用権

計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 高

当 年 度

現 在 高

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

年 度 末
備 考

固　　　　定　　　　資　　　　産

資 産 の 種 類 年度当初現在高

土 地

機 械 及 び 装 置

建 物

構 築 物

資産の種類
年 度 当 初

現 在 高

建 設 仮 勘 定

計

器 具 備 品

当 年 度

増 加 額

リ ー ス 資 産
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　（単位　円）

　（単位　円） (3)　投　資　明　細　書 　（単位　円）

出 資 金

計

－

現 在 高

－ －

－

資産の種類

－

当 年 度 年 度 末

減 少 額増 加 額
備　　　考

年 度 当 初

現 在 高

当 年 度

備　　　　　　　考

－

当 年 度 増 加 額
年度末償却未済高

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

当 年 度 減 少 額 累 計

明　　　　　細　　　　　書
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

昭和 平成

年度 政府債　（財務省） 元.

年度 政府債　（財務省） 元.

平成

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

企 業 債 明 細 書

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額
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(単位　円)

平成

-　 宮城地区拡張事業

-　 湯元地区簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

備 考

年 ％

企 業 債 明 細 書

未 償 還 残 高 発行価額 利 率 償 還 終 期
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）
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備 考未 償 還 残 高 発行価額 利 率 償 還 終 期

平成

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 施設改良事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）
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備 考未 償 還 残 高 発行価額 利 率 償 還 終 期

平成

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（泉地区拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 上水道高料金対策借換債（泉地区拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（宮城地区拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 借換債　（七十七）

年度 借換債　（七十七）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（杜の都）

年度 借換債　（仙台）

年度 借換債　（仙台）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）
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備 考未 償 還 残 高 発行価額 利 率 償 還 終 期

平成

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（泉地区拡張事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区拡張事業）

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区拡張事業等）

-　 借換債（簡易水道事業）

-　 借換債（泉地区第３次拡張事業等）

-　 借換債（宮城地区簡易水道事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区簡易水道事業等）

-　 借換債（泉地区拡張事業等）

-　 借換債（泉地区第４次拡張事業等）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（第５次拡張事業）

-　 借換債（配水管整備事業）

-　 借換債（泉地区拡張事業）

-　 借換債（宮城地区拡張事業）

-　 　　　　〃

-　 借換債（第５次拡張事業等）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

計
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備 考未 償 還 残 高 発行価額 利 率 償 還 終 期

平成

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

年 ％
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i　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～58年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・水利権 20年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

る金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当す

（Ⅲ）　　注　記　事　項

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。
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（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

4．消費税等の会計処理

ii　キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

1．重要な非資金取引

iii　貸借対照表等に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

iv　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

v　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 円

　1年超 円

　　計 円

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は， 2,920,936,933円である。

リース料総額が 万円以上かつリース期間が 年超のファイナンス・リース取引については，

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 万円未満又はリース期間が 年以内のファイナンス・リース取引については，

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

当年度，新たに計上した受贈財産に係る資産及び負債の額は，それぞれ 円である。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

る支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税

等については，当年度の費用として処理している。

当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ

16,218,000千円である。
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vi　その他の注記

1．修繕引当金に関する経過措置

2．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

平成 年 月 日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩

すこととする。なお，平成 年度において，修繕費として 円を支出するため，

修繕引当金 399,025,000円を使用した。

平成 年度において，退職手当として 円を支給するため，退職給付引当金

299,437,225円を使用した。

平成 年度において，期末手当・勤勉手当として 円を支給するため，賞与引当金

214,666,000円を使用した。

平成 年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 円を支出する

ため，法定福利費引当金37,839,000円を使用した。

平成 年度において，不納欠損による損失として 円が発生したため，貸倒引当金

7,104,229円を使用した。
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再生紙を使用しています。


